
新小岩北地区震災復興まちづくり訓練
第１回（ガイダンス）

～事前復興まちづくりについて学ぶ～
令和８年９月１２日（土）１４：００～１６：３０

開会

（１） 都心南部直下地震による被害の様相について

（２） 復興のイメージづくり(DVD上映)

（３） 事前復興まちづくり訓練とは

～首都直下地震、どこよりも早く復興するために～

（４） 今後の予定

閉会

都心南部直下地震による
被害の様相について

新小岩北地区 震災復興まちづくり訓練
第１回（ガイダンス）

～危機管理課～

資料２



本日のお話し

１．震災時のイメージを共有しよう

２．くらしの復興に向けて
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出典：石川県資料：令和6年能登半島地震による木造建物の被害調査

震災時のイメージを共有しよう︕︕

輪島市の被害
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出典：石川県資料：令和6年能登半島地震による木造建物の被害調査

震災時のイメージを共有しよう︕︕

 旧耐震基準の建物では、鉄筋コ
ンクリート造や鉄骨造などでも
被害が発生
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※１ 石川県災害対策本部（10月22日）資料
※２ 内閣府資料
※３ 石川県災害対策本部（1月４日）資料

能登半島地震との比較

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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液状化危険度分布（都⼼南部直下地震）

出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikum
i/1000902/1021571.html

●様相（液状化等）
区内の広い範囲で液状化が発生しており、道路に大きな割れや段差が発
生したり、マンホールが隆起したりしている。停電に伴う信号機等の滅
灯により、交通事故も数件発生している。施錠したまま放置された車両
が、緊急通行車両の活動の妨げとなっている。

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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全壊棟数分布（都⼼南部直下地震）

出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi
/1000902/1021571.html

●様相（建物被害）
ゆれや液状化の影響で、区内約10万棟の建物のうち、約４千棟の建物が
全壊、約１万２千棟の建物が半壊となっている。耐震性の低い木造建物
や老朽化したビル・マンションの倒壊、家具転倒等に巻き込まれて、
200人を超える死者や3000人を超える負傷者が発生している。消防署は
発災当初は消火活動に専念しており、救助活動にはあたれていない。地
元の自治町会の防災部が中心に、防災活動拠点の倉庫にある資器材を活
用して、救助活動にあたっている。

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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焼失棟数分布（都⼼南部直下地震）

出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」
https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi
/1000902/1021571.html

●様相（火災）
同時多発火災（区内22箇所）が発生。ボヤ程度ですぐに鎮火したものも
あるが、消防署で対応しきれていない火災には、地元の消防団や市⺠消
火隊等が消火活動にあたっている。風向は南⻄で、風速は１ｍ程度だが、
瞬間的に４ｍ程度となる。区内では、延焼火災等により、合わせて5000
棟以上が焼失した。火災からの避難場所として指定されている荒川河川
敷には、数千人規模の避難者が集まっている。

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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地域危険度

出典：東京都「地震に関する地域危険度測定調査報告書（第9回）」

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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新小岩北地区地域危険度

出典：東京都「地震に関する地域危険度測定調査報告書（第9回）」

震災時のイメージを共有しよう︕︕
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総合危険度火災危険度建物倒壊危険度

444西新小岩３丁目

444西新小岩４丁目

554西新小岩５丁目

222東新小岩１丁目

223東新小岩３丁目

333東新小岩４丁目

444東新小岩５丁目

444東新小岩６丁目

334東新小岩７丁目

※ 神戸市資料より 12

震災時のイメージを共有しよう︕︕



震災時のイメージを共有しよう︕︕
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震災時のイメージを共有しよう︕︕
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震災時のイメージを共有しよう︕︕
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震災時のイメージを共有しよう︕︕
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震災時のイメージを共有しよう︕︕
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震災時のイメージを共有しよう︕︕
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19

くらしの復興に向けて

被災者生活支援ガイドブック
（葛飾区危機管理課）
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くらしの復興に向けて
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くらしの復興に向けて

発災後の対応については、
「自分の生命は自分で守る」自助と
「自分たちのまちは自分たちで守る」共助
の理念が重要。

各種被災者支援制度を活用し、被災前のくらしを
取り戻していくことは、復興の第一歩となります。

これから復興やまちづくりの体制づくりを
皆さまと一緒に考えていきましょう。

ま と め
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（２）復興の流れをイメージ(DVD上映)

（３）事前復興まちづくり訓練とは
～首都直下地震、どこよりも早く

復興するために～

東京都立大学 中林 一樹 名誉教授



葛飾区・新小岩北地区 復興まちづくり訓練２０２６
第１回 復興まちづくり訓練（ガイダンス）

事前復興まちづくり訓練とは
〜首都直下地震、どこよりも早く復興するために〜

２０２６年９月１２日

東京都立大学／名誉教授
明治大学 復興・危機管理研究所／研究推進員

葛飾区・都市計画審議会／会長

なかばやし いつき

中 林 一 樹
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これが震災の誘因

震度６弱以上の地震動が
30年以内に発生する確率

２６％～
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本
大
震
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首都直下地震

南海トラフ巨大地震

2004新潟県中越地震

2016熊本地震

1995兵庫県南部地震
阪神･淡路大震災

2018北海道胆振東部地震
１．繰り返す震度7の大地震

確率論的地震動分布図2020 (2021.3.26)

2023能登半島地震
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2026熊本地震



｢最大震度7｣を記録した６大震災の被害状況
熊本能登半島北海道熊本東日本中越

阪神・淡
路

2026.
7.28

2024.
1.1

2018.
9.6

2016.
4.16

2011
3.11

2004.
10.23

1995.
1.17

本震発生

M７.１M７．６M６．７M７．３M９．０M６．８M７．３本震のＭ

震度７震度７震度７震度７×2震度７震度７震度７最大震度

１,７４８６,５３６４６９８,６６７１２２,２０４３,１８４１１１,９４１全壊全焼

３,１０４２０,710１,６６０３４,８３３２８７,８９６１３,８１０１４４,２７４半  壊

３０,９２１１３５,６0３１３,６０３１６３,５００７４９,０１６１０５,６８２３０９,９３０一部損壊

5：3？17：260－15：5？330：不明6：15？285:7040出火点:棟

１.０万人３.４万人１.７万人２３万人４７万人１０万人３２万人避難者

３６２３０４１５０１８,５２６１６５,５０２直接死

２＊５２０２２２８３,８１０５２９１９関連死

３６６１,４０７７８２２,８０９６,２４２４,８０５４３,７９２負 傷 者

☆「東北地方太平洋沖地震（総務省消防庁第163報：2023.3.9）」、「東日本大震災における震災関連死
の死者数（復興庁：2023年3月31日）」、「熊本地方を震源とする地震（総務省消防庁第121報：
2019.4.12）」、「北海道胆振東部地震（北海道庁第121報：2022.9.5）・2019年度防災白書」、「令和６
年能登半島地震（総務省消防庁第123報：2026.3.31）／（石川県第230報2026.6.30）」、「熊本地震・
対策本部資料、2026.9.3 ＊うち2名関連死と死因調査中 ＊被害不詳28,105棟」 27

関連死も発生する最近の大規模風水害
R2:7月豪雨東日本台風西日本豪雨九州北部豪雨広島土砂災災 害

2020.7.3〜2019.10.12〜2018.6.28〜2017.6.30〜2014.8.19〜発生年

８６人１００人２５６人４３人７７人死・不明者

２人２１人１５人１人３人関連死

１７０人３８８人４８４人３９人６８人負傷者

１，６２７棟３,３０８棟６,７８３棟３３８棟１７９棟全壊・流失

４,５３５棟３０,０２４棟１１,３４６棟１,１０１棟２１７棟半壊

１,７４１棟８,１２９棟６,９８２棟２２３棟１,０８６棟床上浸水

６,２６６棟２２,８９２棟２１,６３７棟２,１１３棟３,０９７棟床下浸水

２,１１６棟３７,３２０棟４,３６２棟８９棟１９０棟一部損

☆総務庁消防庁・災害情報。「8月19日からの大雨：広島土砂災害（第47報：2016.6.24）」、
「平成29年の梅雨前線と台風3号（九州北部）豪雨（第77報：2019.10.31）」、「平成30年7
月豪雨と台風12号：西日本豪雨（第60報：2019.8.20）」、 「令和元年東日本台風：19号等
（第67報：2020.10.13）」、「令和2年7月豪雨（第47報：2020.8.7）」

28



２．二つの「複合災害」と「広域巨大災害」

①「複合災害：同時被災型」

同じ被災地が、復旧復興途上において再び災害
を被り、被害が甚大化する空間的複合災害

②「複合災害：同時対応型」

同じ自治体内で、異なる複数の災害が異なる地
域で発生し、同時対応が必要な対応的複合災害

③「広域巨大(複合)災害：同時被災･同時対応型」

隣接する３都道府県以上が同時に被災して各々
１000人以上の犠牲者を出し、被害拡大や災害
対応への支援も近隣からなく、被災地が広域であ
り、複合災害化する可能性が高い。

29

（アサヒグラフ : 1995.2.1）

３
･
５

m

液状化による側方流
動によって、新淀川の
堤防が破壊された。

中林一樹が、初めて【複合災害】を想起したのはこの写真！

阪神･淡路大震災で３.５m沈下した新淀川の堤防

30



同時被災型複合災害

同時対応型複合災害

c

同時被災･同時対応型複合
災害 （広域巨大災害）

C

A

B

C

： 災害 A

： 激甚化した被害 C

： 災害 B
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（１）2026・2016熊本地震と複合災害

2026熊本地震（M7・1）
2016熊本地震（M7・3）

×

＜震度分布図＞
32



市町別２０２６・２０１６の熊本地震に被害比較

２０１６熊本地震（M７・３）２０２６熊本地震（M７・１：9.3時点）

一部
損壊

半壊全壊
死
者

震
度

一部
損壊

半壊全壊
死
者

震
度

５,６７３２,３９６５３９１３６強１,７０６２５７１３９３７宇城

８１３１９４３５３６弱１,８３７７３９５２７５７氷川

２,６６２４３１２０４６弱４,４６７１０４８７４２０６強八代

１０５,０８６１５,２１９２,４５６８８６強１２,４９９４１４３９０６強熊本

１,４６２５６５２３４５６強０００７６強嘉島

４,３９０１,７４７１１６１０６強３,２６７２３８２４０６強宇土

４,３２５３,２３３３,０２６４５７２,３９３５０６４１０６強益城

６９４２８４１９２６弱３１７２１２６９０６強美里

９１４９８６１０５３５強８５１３２６１０１６弱甲佐

３９４００５強６４６１０７１２０６弱芦北

１５５,３８６３４,６０３８,６５７２７５ー３０,９２１３,１０４１７４８３８ー合計

●2016地震よりも震度が大きくなっているが、住家被害が軽減している。
●10年前に被災し再建・修復して、住宅の耐震性が向上した復興効果、被災者は再度被災。
●死者は2016地震では直接死50人、関連死226人。2026地震では直接死36人、関連死約２人
●熊本県には2016地震復興、2020水害復興の途上での地震対応という同時対応型複合災害

33

熊本地震の停電と断水で熱波災害と複合化

停電
4日間

断水
32日間

＊体温を上回る猛暑・酷暑の中
クーラー不能で熱中症も。

＊体温を上回る猛暑・酷暑の中
トイレ、洗濯、シャワー不能・・・

しかし、引き込み線や引き込み管の破損住宅では、自宅内は停電・断水が続いている！
34



負傷者死者（関連死）半壊全壊地 域

５４人ー （６人）４,１４７棟１１１棟新潟県

５８人ー （５人）８０８棟２５８棟富山県

１,２７５人２３０人(４３１人)１８,７２３棟６,１６７棟石川県

１５人ー１２棟ー他６県

１,４０２人２３０人(４４２人)２３,６９０棟６,５３６棟合 計

総務省消防庁(第1２０報;R7.8.5）、石川県（第218報:R7.10.9)

面的推定震度分布正式版
防災科学研究所 2024.1.1 16:11（２）能登半島地震と複合災害

■ 震度7
■ 震度６強
■ 震度６弱

震度５強
■ 震度５弱

輪島：読売新聞・国際航業

輪島：読売新聞・国際航業

輪島：NHKG 輪島：NHKG

輪島：読売新聞・国際航業 36



輪島・朝市通り地区の火災

・出火時間 １月１日１８時頃
(地震約２時間後・出火原因不詳)
・焼失区域面積 約４.８ha
・焼失建物棟数 約３００棟
(強風下ではなかったが延焼拡大)

＜延焼拡大の背景＞
①津波避難情報（１６：１３頃）

で住民が避難していて、
初期消火困難であった。

②液状化で断水、貯水槽濾水
③地盤の隆起で河川水が流失
④裸木造建物（板外壁）の密集
⑤隣棟隙間のプロパンガスボン

ベ、大型灯油タンクの爆発
が火勢を強めた

⑥建物の倒壊や傾斜が隣棟間
隔を狭め、建物が連坦した

⑦被災市街地の道路閉塞で国土地理院

国土地理院

37

能登半島地震の甚大で高密度な“建物被害”

世帯数
(R６.１.１)

建物の被害 （棟）人間の被害 （人）

市町 全半壊
建物合計

産業･他住家
負傷者関連死直接死

全半壊半壊全壊

５,２８３１０,５９５６,７３１２,１０８１,７５６２５２８６９７珠洲

９,２３５１８,１９０１１,９０８３,９７１２,３１１５１８１３１
＊

１０３輪島

３,１９７４,１７９２,５０３１,２８９３８７２５８３３２０穴水

７,２９６７,０２０３,９８８２,４７０５６２１１６２２２志賀

１１,１６０１１,２５６５,６３０５,０８８５３８３７６７５七尾

６,２０６５,５５３４,２３５１,０２５２９３５８７６２能登

４２３,７９６６,５３５３,４６１２,７７２３２０３６１６１他市町

４７５,０８８６３,３２８３８,４５６１８,７２３６,１６７１,２７５４３１２３０石川県

資料：石川県災害報告 第２１８報（２０２５.１０.９）より集計。＊不明者2人、
＊全半壊住家÷世帯数率、珠洲７３％、輪島６８%、穴水５２%、志賀４０%、七尾２８% 、能登２１%
＊産業施設等の全半壊は総計３８,４４４棟で、住家の全半壊の合計２４,８８４棟の１・５４倍！
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被災地

中心
市街地

集落

孤立集落

１次避難

公設避難所

自主避難所

自主避難所

１.５次
避難所

提供公営住宅（被災地外）

２次避難
（ホテル・旅館）
(被災地外避難)

仮
住
ま
い
生
活

(
被
災
地
外
）

仮
住
ま
い
期

（被
災
地
内)

仮
住
ま
い
生
活

被災地復興・自宅再建
（自宅再建・災害公営住宅）

在宅避難

縁故避難

応急修理

全壊： ６,１６１棟
半壊：１８,７０３棟

39

人口還流？

（
被
災
地
内
）

仮
住
ま
い
生
活

仮
住
ま
い
生
活

（
被
災
地
外
）

移転復興・自宅再建
（新築・購入・賃貸住宅）

避難所・避難者
391所 ・33,530人

在宅避難者・2次避難者(公営含)

２２,８８４人 ・ １０,６４６人

み
な
し
仮
設
住
宅

建
設
型
仮
設
住
宅

震災被災地に豪雨災害で「複合災害」に

出典：金沢気象台（奥能
登地区流域治水協議会
2024.11.28「令和6年奥能
登豪雨を踏まえた奥能登
地区流域治水対策検討
部会（第1回）資料」 40



大雨・土砂災害警報等の発令基準緩和

気象庁・気象台は震災直後に
気象災害に備えて緩和措置を

各基準を通常基準の７割に緩和
各基準を通常基準の８割に緩和

洪水警報・注意報等の発令基準緩和

令和６年１月１日付
で気象庁は、石川、
新潟、富山、福井
県で暫定的に発表
基準を引き下ると
公表した。

令和６年１月９日付
で気象庁は、石川
県に対して、河道
埋塞と運状況を考
慮し、暫定的に発
表基準の引き下げ
を公表した。 41

能登豪雨水害による仮設住宅の被災状況

床上浸水被災した

被災仮設住宅 ２２２戸
42



43
43

奥能登豪雨の石川県・他県の被害状況

住家
以外

(全半壊)

住家被害人的被害

県市町 合計
（一部損壊含）

床下
浸水

床上
浸水

半壊全壊負傷
関連
死

死者

４４七 尾

４１０１,２５１４７０５５５９０６８３５２１１輪 島

１２７３４５２３４１８６４１４９１３珠 洲

１９３００２１８６３２能 登

１１内 灘

２穴 水

５７５１,９０１９２７７３６６０８２４７１６石川県

不詳１５０１３３１５１他５県＊

不詳２,０５１１,０６０８８６６０８２４７３１７合 計

＊石川県： 石川県危機管理課：豪雨災害報告 第６０報（２０２５.８.２１）より集計
＊他５県 ： 死者(熊本1）/床上浸水（長崎12・熊本3）・床下浸水（香川１・長崎７8・熊本10・山形26・新潟18）

総務省消防庁「災害報 第３５報（２０２５.１.２８）」より集計
44



奥能登地域の人口・世帯の震災後の動向（20ｶ月後）

居住世帯居住人口全半
壊率

市町
増減数Ｒ７.８.１Ｒ６.１.１増減数Ｒ７.８.１Ｒ６.１.１

-５１５
-９･７５％

４,７６８５,２８３
-１,７６９
-１５･１％

９,９５２１１,７２１７３％珠洲

-１,２２７
-１３･３％

８,００８９,２３５
-３,０１３
-１３･８％

１８,８９０２１,９０３６８％輪島

-１９３
-６･０４％

３,００４３,１９７
-６１５

-８･４１％
６,６９７７,３１２５２％穴水

-１６５
-２･２６％

７,１３１７,２９６
-９３２

-５･４１％
１６,３０７１７,２３９４０％志賀

-６３１
-３･１４％

１９,４４４２０,０７５
-２,５１０
-５･３２％

４４,６８８４７,１９８２８％七尾

-３６３
-５･８５％

５,８４３６,２０６
-１,２１６
-８・５２％

１３,０６１１４,２７７２１％能登

-３,０９４
-６･０３％

４８,１９８５１,２９２
-１０,０５５
-８・４０％

１０９,５９５１１９,６５０４２％小計

＋１,０３５
＋０･５０％

２０９,６６０２０８,６２５
-２,９６６
-０･６５％

４５４,３１０４５７,２７６０.１％金沢

資料） 石川県「能登地震被害報告」第215報(2025.9.3）。 同 「石川県の人口と世帯」
（2024.1.1）・「同」（2025.8.1）。石川県全人口は－１６,９７７人（－１･５３％）の減少である。 45

能登半島地震に学ぶ“複合災害”の教訓

•1月1日の能登半島地震は９月２１日の奥能登豪雨

災害で複合災害に。その４つの｢教訓｣とは

①発生確率の高い｢地震災害｣と｢風水害｣との

<複合災害>に備える<複眼防災>の視点を！

②被災後の災害対応では、複合災害に目を向け

る＜被災後防災＞の視点が不可欠に！

③被災後に速やかに対応する自治体ＢＣＰにも、

《複眼的な被災後防災の業務継続計画》で！

④復興まちづくりも＜複眼復興＞の視点で！
46



（３）東京でも＝都心南部地震＋巨大水害＋巨大台風

狩
野
川
台
風
（１
９
５
８
）の
ル
ー
ト

超巨大台風が満潮時間に
通過すると、東京湾の湾奥
に強風が吹き込み、異常
潮位時に巨大高波が襲う

47

房総半島台風・東日
本台風(2019)のルート

①被災者復興・・・復興いえづくり
＊全ての被災者（家族）・被災事業所（企業）に

公平公正に支援し、被災者個人の復興
（１）居住者（生活復興）・・・・日常創出
（２）事業者（産業復興）・・・・仕事創生

②被災地復興・・・復興まちづくり
＊地域の課題を解決するべき被災地を選定し、

集中的に費用を投じて進める、被災地の復興
（１）市街地（基盤復興）・・・・まち創造
（２）コミュニティ(社会復興)・・近隣再生

３．「災害復興」は二つ－人と街－

48



被災者復興と被災地復興

被災市街地

生活復興
（住宅再建）

産業復興
（企業再建）

49

「被災者復興」は“居住者と事業者”

居住者
復興

(罹災証明)

事業者
復興

(被災証明)

生活（食事・日常）
収入（自営・雇用）
住宅（原地・移転）

施設（原地・移転）
事業（継続・再編）
就労（被災・平常）

被
災
者
復
興

50



「被災地復興」は地域の“空間と社会”

市街地
復興

インフラ
復興

コミュニティ
復興

公共施設

公益施設

街路・公園・上下
水道・河川・海岸

鉄道・電気・ガス・
通信・空港・病院

市街地基盤・再開発・商店街・交通

地域社会・近隣関係・集会施設・
神社・仏閣・文化財・祭り・自治会

被
災
地
復
興

51

４．東日本大震災の「被災者復興」と「被災地復興」

〜津波被災者の「復興感」・「回復感」調査（中林ら）から〜

●「復興」とは何だろうか？

●公共事業の｢復興｣は、｢復興事業の進捗｣で評価されてきた。

●しかし、「被災者にとっての復興とは何か」

「どのように被災者の復興は進むのか」
●被災前を取り戻す「復旧」に対し、目指す目標を達成するのが「復興」

●でも被災状況も属性も異なる被災者の｢復興｣には｢客観的な目標｣はない

●被災者の「復興目標」とは、被災者の主観的な自己評価なのではないか。

①復興感 ： あなたの生活全般の“望ましい生活”に対して、

現状は何％くらいの復興だと思いますか？

②回復感 ： 震災前に比べ、現在の状況は

何％くらいの回復だと思いますか？
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22%
33%

41%

57%
66%

82%
91%

97%100%

0%
10%
20%
30%
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50%
60%
70%
80%
90%

100%

復興感の高い人が多い
＝復興が進んでいる

回
答
者
累
積
比
率

復興感の比率

被災者が想い描いた「復

興目標」に対して、１年ごと
の各々の復興進捗の現状評
価を毎年2,3月に行ってきた。

左のグラフは、横軸に「一
人一人の復興感」、 縦軸は
回答者の「復興感別の回答
率の累積」である。凹型は復
興感の低い人が多い状況、
凸型は復興感が高まった人
が多い状況である。

東日本大震災における､津波被災者の「復興感」調査から
「被災者復興」の進捗と満足度を“見える化”してみた

復興感の高い人が少ない
＝復興が遅れている

53

被災者の復興の進捗は
復興感が高まること

東日本大震災 津波からの「被災者復興」 とは何か

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感
54

0%
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％

50-100

％

40-100

％

30-100

％

20-100

％

10-100

％

0-100

％

生活全般の望ましい生活に対する復興感

2021年調査

2018年調査

2017年調査

2016年調査

2015年調査

2014年調査

2013年調査

2012年調査

復興できない
「喪失」

実現できた
「復興」

被災者には、

復興できない、「喪失」したもの

がある

被災者には、

Build Back Better ではなく

Build Back も出来ない人もい

る

「喪失」したものとは

「回復」でも、「復興」でもなくて、

新しいものや状況の「創造」でし

か越えられないものであろう

望ましい生活復興像に対する「復興感」



東日本大震災：津波被災者の｢復興感｣を規定すること

〜重回帰分析の標準化係数による「復興感を規定する生活事項の回復感」〜

２０２１２０１８２０１７２０１６２０１５２０１４２０１３２０１２生活項目

ーーー０.２４ー０.１６０.２００.２６日常(食事)

ーーーーーーーー買物の便

ーー－ーーーーー医療状況

ーーーーーーーー仕事状況

ー０.１７０.３２０.２５０.１３０.１４０.２００.２０家庭収入

０.１９ーーーー０.１３０.１３ー近所関係

ー０.１８ーー０.２５ーーー子孫生活

０.２１０.１２０.４４０.３３０.３５０.４５０.４１０.４６住宅状況

ーーーーーーーー通勤の便

ー０.２４ーーーーーー外出の便

０.４１０.４１０.２２０.２７０.３１ーーー地域復興

０.４４０.６６０.５４０.５８０.６２０.５９０.５６０.５１R２（調整済）

４２２１８３１６９１７６１７４１９０１８０１７１分析票数１）

55
1) 2012～2018年は継続回答数、2021年は有効回答全数。 変数投入：ステップワイズ法

「被災者復興」の進捗を規定する重要な取組みとは

世帯収入の復興・確保日常生活の回復・創出

未復興
（喪失）

復興済

復興済

未復興
（喪失）

56

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感



復興済

未復興
（喪失）

「被災者復興」の進捗を規定する重要な取組みとは

復興済

未復興
（喪失）

市街地・集落の復興

57

住宅の再建・確保

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感

（都市･市街地）
基盤復興

復興の4次元構造-被災者と被災地-

（企業・仕事）
産業の復興

（暮らし･住宅）
生活の復興

（コミュニティ）
社会の復興

（市街地基盤）
都市の復興

災害復興の
四次元構造
●被災者復興
●被災地復興

生活・産業・
社会・都市の
復興バランス
は地域特性
により異なる

58



東日本大震災の被災者の「復興感｣にみた
「復興の構成－二つの復興－」

①毎日の食生活
②住まいの再建（見通し）
⑤子供や孫の生活

⑩近助や地域のつながり

生活復興

産業復興

社会復興

基盤復興

被災者復興

被災地復興

災害復興

④仕事の状況
⑥家族の収入
⑦買い物の便

③医療の状況
⑧お出かけの便
⑨通勤交通の便
⑪市街地・集落の復興

59

•東日本大震災の津波被災者一人一人の「復興状況」を
指標化した「復興感」の推移を、福島県新地町、宮城
県気仙沼市、岩手県大船渡市での10年間の定点調査

•被災者一人一人の主観的｢復興感｣の進捗には、食生
活など「日常生活の迅速な回復」、生活の糧である
「世帯収入・仕事（事業収入）の迅速な回復｣、その結
果「住宅再建・事業所再建の着実な見通し・実施」が、
その場として「市街地の着実な復興まちづくり」と
「コミュニティの再生」が重要になる。

•災害復興とは「日常生活と仕事、コミュニティを迅速に
復旧し、住宅や都市は着実に復興する」こと

ソフト迅速・ハード着実

東日本大震災の、津波被災者の「復興感」に学ぶ
“災害復興”とその“復興支援”の基本方向
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６．神戸の被災市街地
の建物被害の状況 と
復興まちづくりの初動

61

地図出典：都市計画学会・
日本建築学会(1995)

■ 全 壊
■ 焼 失

半 壊
■ 一部損

新長田の火災は無風状況で発生・延焼

写真：神戸市



神戸市の復興は２日・２週間・２か月の迅速初動
～（２・２・２）＋２の復興プロセス：東京のモデル～

・２日目に、市長から復興調査が指示され、復興に着手。

・２週間目に、建築基準法８４条制限区域(第一次制限)の告示。
これによって、復興都市計画の事業区域（案）を示した。

・２ヶ月目（建築基準法８４条制限方式の制限期間）に、
都市計画区域を法定決定した。都市復興が先陣。

・この間は、避難所に地域の人が溢れコミュニティが存続。

・復興にも「住民参加」が不可欠、その多くは「被災者」だ。

・その後、どのように被災者と事前協議をおこなったか。

・被災現地で、計画の公開：「現地復興事務所」

・復興のための住民組織 ：「まちづくり協議会」

・計画決定後の事業計画策定：「まちづくり条例」を援用

・住民参加＋専門家派遣でまちづくりの展開：「２段階計画決定」
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「復興まちづくり地区」の設定

被害発生状況
（被害程度）

市街地の課題
（基盤整備状況）

都市ビジョン
復興まちづくり
を要する地区

復興まちづくり
をずに被災者
復興を進める

被災地域での復興まちづくりをどこで実施するのか
どのように、神戸では決めたのか
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被災地復興の区域設定の考え方

被害状況復興まちづくり
の

被災地区分 小中大

個別修復改造劣基
盤
整
備
状
況

個別修復修復中

個別個別個別良
65

被害程度と復興対象地区の区分

復興対象地区の区分
被害程度

（全壊焼失率）

重点復興地区(改造復興地区)：
建物が壊滅的被害を受け、道路等基
盤の改造的整備が必要な地区

８０％以上

復興促進地区(修復復興地区)
過半の建物が被災し、基盤整備等の
改善・修復が必要な地区。

５０〜
８０％未満

復興誘導地区(個別復興地区)
市街地復興よりも、被災者の住宅再建
を誘導し、被災者の復興を進める地区。

５０％未満



全壊全焼率８０％の区域設定とは

復興促進地区（C)
被害が少ない周辺被災地

復興誘導地区（C)
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復興重点区域＝A＋B

燃えなかった被災市街地（B)

火災焼失市街地
（A)

焼失地Aの
基盤整備を
周辺市街地
Cの基盤に
接続するた
めに不可欠
な事業区域
が市街地B

1/31 建築基準法「84条」建築制限区域
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神戸市

復興現地相談所

写真：神戸市(内田 恒)
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復興まちづくりの
話し合い(2F)

被災者復興の
相談(1F)
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神戸市 まちづくり協議会風景

写真提供：神戸市内田 恒



神戸
被災市街地と
市街地の復興

松本地区（市）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

御菅地区（市）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興
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地図出典：都市計画学会・日本

建築学会(1995)

湊川1・2丁目地区（住）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

（復興誘導地区）

黒地地区
（重点復興地区）

復興誘導
地区

鉄道/駅

任意事業による
被災地復興

法定事業による
被災地復興

被災者の住宅再建

等の個別復興の推進

（復興促進地区）

３段階の復興まちづくり
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阪神・淡路大震災の復興事業種別・区域と被害率の状況
土地区
画整理

市街地
再開発

建基法の
84条区域

全半損率
（％）

全損率
（％）

面積
（ha）

主な事業地区（神戸市）

○○８２･８７４･４２０･１０新長田駅南

○○８８･７７８･８５･９０六甲道駅南

○JRヤードで無被災１･４０JR住吉駅東

○３８･５３８･５０･９０JR住吉駅南

○３３･３１４･３０･８０舞子公園駅北

○１００･０１００･００･６０桜口町３丁目

○９８･０９４･００･６０弓木町４丁目

○８３･８１８･９０･５４湊川中央周辺

○４０･７１１･１０･２９新開地６丁目東

○６７･４５６･５０･２８新開地２丁目ブロック

○○８５･７７８･４８７･８０新長田・鷹取

○○６７･７５６･２１９･７０六甲駅西

○○６５･１５７･５１６･７０森南

○○８８･３８３･７１０･１０御菅

○○８０･７６６･９８･９０松本

○80％以上80％以上１･５０湊川１・２丁目

○９１･９７２･１１･４９神前町２丁目北 73

①法定事業（都市計画）
・街路事業
・土地区画整理事業
・都市再開発事業
・住宅地区改良事業
②任意事業（都市計画）
・住宅市街地総合整備事業
③個別復興支援事業

①重点復興地区・・・黒地地区
②復興促進地区・・・灰色地区
③復興推進地区・・・白地地区

震災復興事業位置図
凡 例

ー 震災復興関連街路事業
■ 震災復興都市区画整理事業

震災復興市街地再開発事業

110ha
焼失2800棟＋他4000棟

27ha
焼失980棟
＋他800棟
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９ha
焼失380棟
＋他200棟

都市計画道路の震災復興

被災者の要請で取り
組んだ復興まちづくり



神戸市 松本地区 の 震災復興土地区画整理事業

居住者 １,２０６世帯/２,３６７人市街地面積 ８・９ｈａ被災前

被災率 ８１％全壊（全焼）４２９棟 /半壊 ８８棟被害状況

事業費 ２５０億円減歩率 ９％
事業決定

1996年3月26日
土地区画
整理事業
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神戸市 松本地区 の 震災復興土地区画整理事業

居住者 １,２０６世帯 ２,３６７人市街地面積 ８・９ｈａ被災前の状況

被災率 ８１％全壊（全焼含む）４２９棟 ＆ 半壊８８棟被害状況

事業費 ２５０億円減歩率 ９％決定1996年3月26日土地区画整理



六甲道地区
復興再開発事業の

２段階決定
（計画決定/事業決定）

鷹取地区（復興重点地区）の
土地区画整理事業と修復復興地区計画

野田北部地区（復興誘導地区）
地区計画による修復型復興まちづくり
・４mの拡幅、塀撤去、壁面後退など

鷹取地区
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コミュニティをベースとした被災地復興

①２日目に復興が始まったのは｢市長が事前復興｣

②２週間目に復興まちづくり区域を公表した時期は

芋を洗う状況の避難所に｢コミュニティが存在｣

③｢神戸市まちづくり条例（仕組）｣で、市民主体の

まちづくりに取り組んでいた。

④職員も、条例に基づく｢市民主体のまちづくり｣

の取り組みに慣れていた。市民提案の多さ！

⑤「時限的市街地」は、復興のベースであるべき

「コミュニティを維持する」ため、地権者優先で。

阪神・淡路大震災の復興初動のカレンダー

阪神・淡路大震災 1995年1月17日 M７．３ 全壊 １１２,０００棟 半壊 １４４,４００棟

復 興 の 関 連 事 項年月日経過日数

神戸市長「復興まちづくり候補地の概況調査・検討」指示95. 1. 18２日

被災地復興調査（街区単位の全壊率での概況調査）95. 1. 19３日

神戸市「復興本部体制づくり」で、両本部制95. 1. 23７日

兵庫県「復興本部」設置95. 1. 26１０日

神戸市「建築基準法84条建築制限区域」6地区の公表95. 1. 31２週間

被災現地に「コンテナ」の“復興相談事務所”設置・個別説明95. 2
３週間

湊川地区の住民から「復興まちづくり事業」の要望95. 2

神戸市：84条区域外含む８地区の復興事業区域の都市計画決定95. 3. 16２か月

神戸市「復興計画ガイドライン」公表95. 3. 27１０週間

兵庫県「復興戦略ビジョン」公表95. 3. 30１０週間

兵庫県「復興構想（プェニックスプラン）」公表95. 4. 28１４週間

神戸市「復興計画」公表95. 6
６ヵ月

兵庫県「復興計画」公表95. 8. 4

神戸市：野田北部地区の都市計画の事業決定（最初の事業決定）95. 11１１ヵ月
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能登半島地震の復興初動のカレンダー
能登半島地震 ２０２４年１月１日 M７．６ 全壊 ６,２２７棟 半壊 ２０,５８９棟

復興の関連事項年月日経過日数

政府：大規模災害復興法の「非常災害」の指定。国の工事代行。24. 1. 193週間

政府：第１回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 2. 1１ヵ月

石川県：第１回「能登半島地震復旧・復興本部」会議開催

政府：第２回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．2. 16７週間

政府：第３回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 3. 1２ヵ月

輪島市：第１回「震災復興対策本部会議」開催

石川県：第１回（復興）「アドバイザリーボード会議」開催24. 3. 7８週間

政府：第４回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．3. 22１０週間

石川県：第２回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．3. 28３ヵ月

石川県：「のと未来トーク」の開催（全７回：全４６１名参加）24. 4. 6〜１３週間

石川県：第２回（復興）「アドバイザリーボード会議」開催24． 4. 10１３週間

石川県：第３回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 5．20１８週間

石川県「石川県創造的復興プラン（仮称）」公開

七尾市「七尾市戦略的復興ビジョン（仮称）案」市長記者会見24. 6. 10６ヵ月

珠洲市：第１回「復興計画策定委員会－復興方針・計画骨子案」24. 6. 19２４週間
81

７．葛飾区「都市計画マスタープラン2023」にある
“復興まちづくり方針”と区民参加の復興訓練
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葛飾区の都市計画マスタープランに描いた
「震災復興まちづくりの方針」
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復興方針図と地域特性に合わせた復興まちづくり方針（都市計画の基本方針2013）

地域危険度を踏まえた復興まちづくり方針 都市基盤（広場・道路）復興まちづくり方針
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葛飾区
都市マス
(2023)

葛飾区
都市マス
(2023)



「震災復興グランドデザイン」
“複眼的復興“

スーパー堤防プロジェクト
親水河川プロジェクト 85

大規模水害からの復興まちづくり方針
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葛飾区
都市マス
(2023)



葛飾区復興まちづくり訓練 実施状況
＊区民とともに取り組む「復興まちづくり訓練」とその「フォローアップ訓練」
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R8 新小岩北地区

H28 R8ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
四つ木地区

R７
青戸地区（約175ha）

R７
西水元地区（約２０7ha）

準備する「事前復興(復興ビジョン・マニュアル)」から
実践する「事前復興(地籍調査・防災まちづくり)」へ
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「想像による“事前復興”が
強靱な“新小岩北”を創造する」

「課題解決型 防災まちづくり」から
「目標達成型 復興まちづくり」の思考へ！

「超高齢社会」と「人口減少社会」に
地震にも水害にも強い街づくりをするには、

二つの「そうぞう力」で考えてみよう！
それは、｢想像力｣ と ｢創造力｣
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ご静聴ありがとうございました。

中林一樹

（４）新小岩北地区復興まちづくり訓練の
今後の予定

株式会社 地域計画連合



■震災復興まちづくり訓練とは

大地震で被災すると、住民も行政も目の前の応急対応におわれます。
しかし、一方で早い時期から地域と行政が力を合わせて復興への取り
組みを始めていくことが重要です。

このことから、自分たちのまちで地震被害が発生した場合、その後の
復興をどのように進めていくか、震災前から準備しておく「事前復興」
が重要とされています。

このために復興過程を疑似体験して、震災復興の手順や方針を話し合
うなどして備えておくのが「震災復興まちづくり訓練」です。

液状化の様子(千葉県浦安市)
出典：一般財団法人消防防災科学ｾﾝﾀｰ

ゆれによる被害の様子
(熊本県益城町)

延焼火災の様子(神戸市長田区・須磨区)
出典：一般財団法人消防防災科学ｾﾝﾀｰ

(4)-2

「防災訓練」では、災害直後から避難所生活までに必要な技術を習得して
きました。
一方、「震災復興まちづくり訓練」は、避難所など応急対策が一段落した

時期以降に生じる様々な課題をイメージし、それを解決する力を養うこと
を目的に行います。

■防災訓練と震災復興まちづくり訓練

(4)-3



復興の進め方案の結果発表グループワークの様子 まち歩き結果の報告

• 葛飾区では、震災を想定した復興まちづ
くり訓練を、区内１９の自治町会連合会
のうち１３地区で実施してきました。

• 震災からどのように復興していくか、地
域の皆さんと区、学識経験者などが話し
合い、それぞれの地域における震災復興
の進め方を取りまとめています。

• 今年度は当地区での訓練と、東四つ木地
区で震災復興まちづくりフォローアップ
訓練を実施します。

■これまでの震災復興まちづくり訓練の取組

(4)-4

〈対象〉
新小岩北地区（9自治町会）

〈会場〉
新小岩北地区センター
１階 ホール

〈形式〉
約４０名を４班に分け、
各班で意見交換しながら進めていきます。

主な内容予定日回

復興について学ぶ９/１2（土）第１回

被災後の『住まい』の復興を話し合おう１０/１０（土）第２回

被災後の『都市』の復興を話し合おう１１/２9（日）第３回

「新小岩北地区震災復興の進め方」をまとめよう１/１７（日）第４回

■ 新小岩北地区震災復興まちづくり訓練の進め方

な かばやし い つき

訓練各回と 訓練全体の

アド バイ ス・ 解説を いただき ます

東京都立大学 名誉教授／工学博士
葛飾区都市計画審議会会長  他

中林 一樹 氏

ア ド バイ ザー

(4)-5

本日



「被災後の『住まい』の復興を話し合おう」

■葛飾区の被害想定と、避難から仮住まい、復興に至る地域協働復興の流
れ、体制等について学びます。

■被災者になりきって、避難生活や仮住まいの確保について、話し合います。

「生活再建」について話し合った様子
（南綾瀬地区）

■プログラム
１．葛飾区の被害想定と

地域協働復興を知る

２．新小岩北地区の特性と訓練用被害想定

３．被災後の『住まい』の復興を考える

４．発表と解説

第２回：10月10日（土） 14:00～16:30

「被災後の『都市』の復興を話し合おう」

■新小岩北地区の復興でも活用する復興資源や、復興まちづくりで解決す
べき課題について、事前に区が点検した結果をもとに話し合います。

■新小岩北地区では震災復興だけではなく、水害復興まちづくりのあり方
についても考えます。

■被災者になりきって、まちの復興方針について話し合います。

■プログラム
１．災害危険と復興の手がかりを探そう

２．被災後の『都市』の復興を考える

３．発表と解説

まちの様子について地図の上に整理
（南綾瀬地区）

第３回：11月２９日（日） 14:00～16:30



「新小岩北地区震災復興の進め方」を
まとめよう

■訓練のまとめとして、復興まちづくり計画を含む「新小岩北地区震災
復興の進め方」について話し合います。

■震災後の早期復興のために、普段からできる取組について話し合います。

■プログラム
１．「復興まちづくり計画(素案)」の説明

２．「新小岩北地区震災復興の進め方」と
「復興まちづくり計画」をまとめよう

３．発表と解説

「復興の進め方」について話し合った様子
（南綾瀬地区）

第４回：1月17日（日） 14:00～16:30

《次回の予定》

日時： １0月１０日（土）1４:０0～１６:30

場所： 新小岩北地区センター１階 ホール

内容： 被災後の『住まい』の復興を

話し合おう



アンケートは、

受付の回収BOXに提出をお願いします！

ガイダンス、
お疲れ様でした！




